
様式第１号 
 

 

沿 岸 漁 業 改 善 資 金 貸 付 申 請 書 

  ○○年○○月○○日   

 

 愛媛県知事 ○○ ○○ 様 

 

       氏名又は名称及び住所  愛媛県○○市○○町○－○   
申請者 並びに団体にあっては、     愛媛 太郎   ○印  
その代表者の氏名                   

 
 

 次のとおり沿岸漁業改善資金（ 経営改善等資金 ）を貸し付け願いたく申請します。 

 

※ 受 理 年 月 日 年    月    日 

資 金 名 貸付対象事業の 
内      容 

種 類 細 目 

償 還 
期 間 

据 置 
期 間 

資 金 交 付 
希 望 日 

事業量 事業費 
申  請  額 

燃料油消

費節減機

器 

漁船用環

境高度対

応機関 
６年 ０年 ○年○月○日 １式 

千円 

3,518  

千円 

3,510   

住 所 氏 名 申請者と
 

の関係 住 所 氏 名 申請者と
 

の関係 住 所 氏 名 申請者と
 

の関係 
連
帯
保
証
人 

愛媛県○○市

○○町○○○ 
○○ ○○ 友人 

愛媛県○○市

○○町○○○ 
○○ ○○ 兄    

 １年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目 ６年目 ７年目 ８年目 ９年目 10年目 11年目 12年目 13年目 14年目 15年目 

月 日 償還額 償還額 償還額 償還額 償還額 償還額 償還額 償還額 償還額 償還額 償還額 償還額 償還額 償還額 償還額 償 

還 

計 

画 

 
 
○月○日 

千円 
 
585 

 

千円 
 
585 

 

千円 
 
585 

 

千円 
 
585 

 

千円 
 
585 

 

千円 
 
585 

 

千円 
 
 
 

千円 
 
 
 

千円 
 
 
 
 

千円 
 
 
 

千円 
 
 
 

千円 
 
 
 

千円 
 
 
 

千円 
 
 
 

千円 
 
 
 

事業開始の時期 ○年○月 

経 営 の 概 要 小型機船底引き網漁業 

資本金の額又は 
出 資 の 総 額 

○○○千円 

申
請
者
の
概
要 常時使用する従 
業 員 数 

○人 

 注 １ ※印欄は、記載しないこと。 
   ２ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。 



様式第２号（その１） 
 

操船作業省力化機器等設置資金等事業計画書 

購 入 設 置 す る 機 器 等 
申 請 者 の 氏 名 

又 は 名 称 
種 類 名 称 

台  数 
（セット） 

単   価 
購 入 設 置 費 

愛媛 太郎 
漁船用環境高度
対応機関 １ 

円 
 

3,518,000  

千円 
 

3,518   

総 

括 

表 

記載要領 申請者が認定中小事業者又は促進事業者の場合は、申請者の氏名又は名称欄に支援する沿
岸漁業従事者等の氏名又は名称を括弧書きで記載すること。 

資 金 種 類 
の 別 

機器等の 
種類名称 

メーカー 
型式名称 

メーカー名称
及び施工者名
称   

機 器 等 の
内 容 装 備 す る 漁 船

 
購入又
は設置
の予定
時期 

燃料油消費
節減機器 

漁船用環境高度 

対応機関 

㈱○○○ 

－○○ 
㈲○○○○○ 推進機関 登録番号 ＥＨ○-○ ○年○月 

     
船 名 ○○丸  

     
総トン数 ○.○トン  

     
漁業種類 小型機船底引き網  

     
進水年月日 ○○年○○月○○日  

     
所有者氏名 愛媛太郎  

設 
 
 
 
 

置 
 
 
 
 

計 
 
 
 
 

画 

記載要領 １ 資金種類の別欄は、愛媛県沿岸漁業改善資金貸付規則（昭和54年愛媛県規則
第82号)第２条第１項の表第１号から第４号まで及び第８号から第13号までに
掲げる資金の種類を記載すること。 

     ２ 機器等の種類名称欄は、１の資金種類ごとに｢遠隔操縦装置」、「レーダー」
等と上下に重ねて記載すること。 

     ３ メーカー型式名称欄は、購入予定機器等のメーカー呼称型式のあるものにつ
き記載すること。 

     ４ メーカー名称及び施工者名称欄は、購入予定機器等のメーカーの名称及び取
付け又は装備を行う施工者の名称を記載すること。 

     ５ 機器等の内容欄は、機器等の性能及び出力、制御する施設の出力又は工事の
内容および範囲等を記載すること。 

資  金  調  達  方  法 

沿 岸 漁 業 改 善 資 金 自 己 資 金 そ の 他 
資 

金 

計 

画 

千円 

3,518   

 

千円 

8 
千円 

0 

 
 注 １ この計画書は、愛媛県沿岸漁業改善資金貸付規則第２条第１項の表第１号から第４号まで

及び第８号から第13号までに掲げる資金の場合に使用すること。 
   ２ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。 
   ３ 次の書類（申請者が認定中小企業者又は促進事業者の場合は、(2)の書類を除く。）を添付

すること。ただし、愛媛県沿岸漁業改善資金貸付規則第２条第１項の表第８号から第12号ま
でに掲げる資金の場合には、(2)の書類は、添付を省略することができる。 
(1) 機器等について、基準の示してあるものについては、基準を満たしていることが分かる
カタログ、取扱書若しくは設計図又はこれらの写し 
(2) 収支計画書（別紙１）及び償還計画書（別紙２） 



別紙１ 収支計画書 
 
収 支 計 画 書 

今  後  の  予  想  最近１年間 

（○○年度） ○○年度 ○○年度 ○○年度 

収 

入 

販  売  額  (Ａ) 

千円 

○,○○○ 

千円 

○,○○○ 

千円 

○,○○○ 

千円 

○,○○○ 

販 売 手 数 料 

燃 料 費 

漁 具 費 

食 料 費 

種 苗 費 

餌 料 費 

氷 代 

函
はこ

代 

加 工 資 材 費 

修 理 費 

消 耗 品 費 

乗 組 員 等 給 与 

乗 組 員 等 保 険 料 

漁 船 保 険 料 

営 業 費 

公 租 公 課 

減 価 償 却 費 

そ の 他 

 

○○○ 

○○○ 

○○○ 

 

 

 

○○○ 

○○○ 

 

○○○ 

 

○○○ 

 

○○○ 

 

○○○ 

○○○ 

○○○ 

○○○ 

○○○ 

 

 

 

○○○ 

○○○ 

 

○○○ 

 

○○○ 

 

○○○ 

 

○○○ 

○○○ 

○○○ 

○○○ 

○○○ 

 

 

 

○○○ 

○○○ 

 

○○○ 

 

○○○ 

 

○○○ 

 

○○○ 

○○○ 

○○○ 

○○○ 

○○○ 

 

 

 

○○○ 

○○○ 

 

○○○ 

 

○○○ 

 

○○○ 

 

○○○ 

○○○ 

支 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出 

合    計 (Ｂ)     

漁 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

業 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

部 
 
 
 
 
 
 
 
 

門 

 

差  引  損  益 

（Ａ－Ｂ＝Ｃ） 

千円 

○,○○○ 

千円 

○,○○○ 

千円 

○,○○○ 

千円 

○,○○○ 

漁
業
以
外
の
事
業 

 

収 入 

支 出 

（ う ち 減 価 償 却 ） 

差 引 損 益      (Ｄ) 

千円 

 

千円 

 

千円 

 

千円 

 

営

業

外

の

収

支 

 

営 業 外 収 入 

営 業 外 支 出 

（ う ち 借 入 金 利 息 ） 

差引営業外損益 (Ｅ) 

千円 

 

 

千円 

 

 

千円 

 

 

千円 

 

 

経常損益（Ｃ＋Ｄ＋Ｅ＝Ｆ） 

千円 

○,○○○ 

 

千円 

○,○○○ 

 

千円 

○,○○○ 

 

千円 

○,○○○ 

 
 
注 差引損益の額は償還計画書（別紙２）の漁業部門差引損益（Ｃ）の額と、経常損益の額は償還計
画書（別紙２）の経常損益（Ｆ）の額と、それぞれ一致すること。 
 
 



別紙２ 償還計画書 
 

償 還 計 画 書 

沿岸漁業改善資金償還金（Ｇ） 
千円 
  

千円 
585   

千円 
585   

千円 
585   

漁業部門差引損益（Ｃ） 
 
○,○○○ 

 
○,○○○ 

 
○,○○○ 

 
○,○○○ 

償
還
財
源 経 常 損 益（Ｆ） 

 
○,○○○ 

 
○,○○○ 

 
○,○○○ 

 
○,○○○ 

漁業部門減価償却費（Ｈ） 
 
○○○ 

 
○○○ 

 
○○○ 

 
○○○ 

差 引 余 裕 金（Ｃ＋Ｈ－Ｇ） 
 
 ○,○○○ 

 
○,○○○ 

 
○,○○○ 

 
○,○○○ 

差 引 余 裕 金（Ｆ＋Ｈ－Ｇ） 
 
○,○○○ 

 
○,○○○ 

 
○,○○○ 

 
○,○○○ 

注 漁業部門差引損益の額は収支計算書（別紙１）の差引損益（Ａ－Ｂ＝Ｃ）の額と、経常損益の額
は収支計算書（別紙１）の経常損益（Ｃ＋Ｄ＋Ｅ＝Ｆ）の額と、それぞれ一致すること。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


